
藤沢市地域公共交通バリア解消促進事業補助金交付要綱 

 

制定 平成２６年４月 日 

(趣旨) 

第１条 市長は，高齢者，障がい者等の公共交通機関を利用した移動の利便性及び安全性の

向上の促進を図るとともに，現在の公共交通利用者の利便性の拡充を図ることを目的と

して，地域公共交通バリア解消促進事業を行う乗合旅客運送事業者等に対し，この要

綱に基づき，予算の範囲内において，藤沢市地域交通バリア解消促進事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付する。 

 

(定義) 

第２条 この要綱において「乗合旅客運送事業者等」とは，道路運送法(昭和２６年法律第

１８３号)第９条第１項に規定する一般乗合旅客自動車運送事業者（路線定期運行を行

う者に限る。以下「一般乗合旅客自動車運送事業者」という。）及び一般乗合旅客自動

車運送事業者に車両を貸与する者をいう。 

 

(補助の対象等) 

第３条 この要綱における補助対象者，補助対象事業及び補助金額は，別表に定めるとおり

とする。 

 

(補助金交付の申請手続) 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，補助金交付申請書(第１号様式)に次に掲げ

る書類を添えて，車両若しくは設備の導入又は施設の整備に着手する日までに市長に

提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書(第２号様式) 又はこれに代わる書類 

(3) 見積書の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

(補助金交付の決定) 

第５条 市長は，前条の規定による補助金の交付の申請があったときは，その内容を審査

の上，交付の可否を決定し，補助金交付等決定通知書(第３号様式)により，当該申請者

に通知するものとする。 

 

（案） 参考資料２



(事業の計画変更)  

第６条 前条の規定による補助金の交付の決定通知を受けた者が当該事業の計画を変更しよ

うとするときは，速やかに事業計画変更（中止・廃止）承認申請書(第４号様式)に必要

書類を添えて，市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，その内容を審査の上，承認の可否

を事業計画変更承認通知書(第５号様式)により通知する。 

 

(事業実績報告書の提出) 

第７条 補助金の交付を受けた者は，事業の完了後３０日以内に補助事業実績報告書（第６

号様式）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(1) 収支決算書（第７号様式）又はこれに代わる書類 

(2) 領収書の写し 

(3) その他市長が必要と認める書類 

 

(備付帳簿) 

第８条 補助金の交付を受けた者は，事業の施行に関し必要な帳簿等を備え付け，５年間保

管整備しておかなければならない。 

 

(財産処分の制限) 

第９条 補助金の交付を受けた者は，当該補助金の交付の対象となった事業により導入した

車両若しくは設備又は整備を行った施設を補助金の交付を受けた日から起算して５年間

処分してはならない。 

 

 (補則) 

第１０条 補助金の交付に関しこの要綱に規定のない事項については，藤沢市補助金交付規

則（昭和３５年藤沢市規則第１１号）に定めるところによる。 

 

附 則 

１ この告示は，平成２６年４月 日から施行する。 

２ 市長は，平成３３年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え，その

結果について必要な措置を講ずるものとする。 

  



別表（第３条関係） 

１ ノンステップバス導入促進補助金 

補助対象者 

乗合旅客運送事業者等であって，次のいずれにも該当する者 

(１)主として市内を運行するものであること。 

(２)国の地域公共交通確保維持改善事業費補助金の対象となるものであるこ

と。 

補助対象事業 

路線定期運行に供するバス車両へのノンステップバス（原則として，標準

ノンステップバス 認定要領（平成１５年１２月２６日付け国自技第２１１

号，平成１８年３月１０日付け国自技第２５４号又は平成２２年６月４日

付け国自技第４９号）に基づく認定を受けたノンステップバスに限る。）

の導入に要する経費のうち，車両本体及び車載機器類の購入費用 

補助金額 

次に掲げる額のいずれか少ない額（１，０００円未満の端数があるとき

は，これを切り捨てた額）と１，９００，０００円とを比較していずれか少

ない額 

(１)車両本体及び附属機器の購入費（消費税及び地方消費税の額に相当する額

を除く。以下「購入費」という。）に４分の１を乗じて得た額 

(２) 購入費から次に掲げる超低床ノンステップバスの長さの区分に応じ，そ

れぞれに定める額を控除して得た額に２分の１を乗じて得た額。ただし，

連節ノンステップバスその他これらの価格を通常車両価格とすることが適

当でない車両については、個別に判断するものとする。 

ア ７メートル未満 １２，８００，０００円 

イ ７メートル以上９メートル未満 １４，３００，０００円 

ウ ９メートル以上 １８，４００，０００円（長さ９メートル以上で，

車幅２．３メートル以上２．４メートル未満の車両については，１６，

４００，０００円） 



２ 情報提供バリアフリー施設整備促進補助金 

補助対象者 

乗合旅客運送事業者等であって，次のいずれにも該当する者 

 (１)市内に整備される情報提供バリアフリー施設を管理する者であること。 

(２) 藤沢市地域公共交通会議で決議した情報提供バリアフリー施設整備を行

う者であること。 

補助対象事業 

藤沢市地域公共交通会議で決議した情報提供バリアフリー施設整備を行う 

事業であって，国の地域公共交通確保維持改善事業費補助金の対象となるも

の 

補助金額 

補助対象事業を行うための経費に６分の１を乗じて得た額（１，０００円

未満の端数があるときは，これを切り捨てた額） 


